	労働者派遣業


　リーマンショック（平成20年９月）後、実稼働者数は前年比を大きく下回ったが、25年下期以降、景況感の回復に伴い、前年比100％を上回り消費税増税後も順調に推移している。契約料上昇の動きも部分的にみられ、10～12月期は一部で一服感がみられるものの派遣社員に対する需要は底堅く、需要超過の状況がみられた。先送りされた労働者派遣法改正案では、派遣労働者の保護や雇用安定を義務化する方向が示され、事業主の負担が大きくなると考えられる一方、利用事業者にとって分かりやすい内容になることを評価し、今後、派遣形態の利用が増えると予測する事業主も多い。
　業界の概要

労働者派遣事業は、事業主が、労働契約を結んだ派遣労働者を、派遣先事業所との派遣契約に基づいて業務に従事させる事業で、派遣労働者は、派遣先事業所の指揮命令を受けて勤務する。この形態は、昭和41年に米国企業の出資設立企業（マンパワージャパン㈱、現マンパワーグループ㈱）によって導入され、石油危機による高度経済成長から低経済成長への転換を背景に、企業の労働力需給調整の必要性の高まりを受けて活用が進展し、大手派遣会社の設立や市場拡大を契機に、労働者派遣業界として発展してきた。事業所の出自は、独立系、大手企業の子会社系、アウトソーシング業界系、外資系などに分類できる。
事業は、派遣が雇用の調整弁とされないように、また、派遣労働者の保護と雇用の安定や福祉の増進のため、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律（労働者派遣法）」（昭和61年7月施行）の規制を受ける。同法は、24年10月に「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（労働者派遣法改正法）」に改正施行され、事業規制の強化（政令業務を除き日々又は30日以内の日雇派遣の原則禁止、グループ企業内派遣の８割規制、離職労働者の離職後１年以内の受入禁止）のほか、派遣労働者の無期雇用化や賃金等の待遇改善及び派遣料金の明示等の努力義務、違法派遣の適正かつ早期対処等の規定（「労働契約申込みみなし制度」27年10月施行）が盛り込まれた。また、事業主は、派遣労働者の希望、能力及び経験に応じた就業機会及び教育訓練機会の確保、労働条件の向上など、雇用の安定を図ることが求められている。
労働者派遣事業は、一般と特定の２つに分類され、前者は、厚生労働大臣の許可に基づき、常用雇用労働者及び登録型、臨時･日雇の労働者を派遣する。後者は、厚生労働大臣への届出に基づき、常用雇用労働者だけが派遣対象になる。このほか、事業主が派遣労働者と派遣先事業所に職業紹介を行い、６ヶ月以内に両者が合意すれば直接雇用される紹介予定派遣事業がある。労働者が、雇用関係にある請負業者の指示･命令に従う請負業務は、労働者派遣事業と区別される。
対象業務は、法施行時の13業種から平成８年に26業種に広がり、11年12月以降の原則自由化、16年施行の製造業務への派遣解禁等を経て、現在は、専門的な知識、技術、経験や特別の雇用管理が求められ派遣可能期間に制限のない26の政令業務、政令業務以外の製造、軽作業、一般事務など派遣期間が原則１年（例外３年）の自由化業務への派遣が行われている（港湾運送、建設、警備、紹介予定派遣を除く病院等の医療関連、弁護士や社会保険労務士等の各業務は派遣対象外）。規制緩和の一方、18年の偽装請負、19年の大手企業の違法派遣、リーマンショック後の派遣切り等の社会問題化などで、派遣ルールや事業主の努力義務規定は強化されている。
大阪の地位

24年２月１日現在の労働者派遣業の事業所数は、全国12,263、府内1,143（対全国比9.3％）である。従業者数は、全国819,684人、府内84,259人（対全国比10.3％）で、１事業所当たり従業者数は、全国66.8人に対し府内73.7人である（総務省「平成24年経済センサス-活動調査」）。また、厚生労働省の集計結果（「平成25年度労働者派遣事業報告書（25年６月１日現在）」）では、府内の一般労働者派遣事業所は1,916（対全国比10.6％）、特定派遣事業所は5,025（対全国比8.9％）ある。事業所数は東京都が圧倒的に多いが、大阪府は２番目に多く、愛知、神奈川、福岡の各県にも多く立地している。
25年下期以降回復基調に転じ順調に推移
リーマンショック（平成20年９月）後、近畿の主要事業所の実稼働者数は、21年から22年前半まで対前年比80％台の水準に落ち込み、25年10月まで対前年比90％台で推移し大きく減少し、大阪府の派遣労働者数や売上高も同様に大きく減少した。しかし、25年11月以降、実稼動者数や売上等の業績が対前年比100％を10～30％程度上回り、26年4月の消費税増税後も順調に推移し、リーマンショック前の水準まで回復した企業もある。直近データ（７～９月期）の業務別実稼動者数の対前年同月比の推移は、政令業務（情報処理システム開発、機器操作、財務、貿易等の関係業務）に比べて自由化業務の伸びが大きく、一般事務で前年比約３割増、営業で前年比約７割増、製造で約５割増などである（一般社団法人日本人材派遣協会調査結果、企業ヒアリング、労働者派遣事業の事業報告の集計結果）。増加する派遣需要に供給が追随できていないのが実状で、25年上期比で派遣登録者と派遣要請が20％増加した企業では、売上実績が７％増にとどまるなど、営業、製造、販売、営業事務、情報処理システム開発、サービスなどの業務において人材不足とマッチングの困難性がみられる。また、人材需要の高まりから、中堅･中小の派遣先で直接雇用に至る例が増えており、派遣で人材を見極めてから正規や非正規雇用に切り替える企業が増えている。

景気動向の背景は、景気の回復基調に伴う人材不足に加え、リーマンショックを契機に、大手企業等が策定した中長期の計画終了に伴う人件費削減の見直しや設備投資等を含む新たな経営計画の実施により、人材の需要が高まったからである。中堅･中小企業でも、大企業ほどの変化はみられないものの、親会社や取引先企業との関係から人員を増やす動きがみられる。このため、一部に契約料及び時給の上昇の動きがみられる。
上記の動向を受けて、ヒアリング先企業の多くで業績が回復している。主要企業104社（全国の年収入高50億円以上の企業）の23年度の年収入高は、前年度比2.9％増、黒字決算企業が96.9％、３期連続増収企業が48.1％、３期連続黒字企業が86.3％というように、リーマンショック前の水準には達していないものの、大手企業では、早い段階で減収減益からの回復傾向がみられた。しかし、21年以降、小規模事業所を中心に倒産が高水準で推移し、規模による経営の二極化もみられる（帝国データバンク『主要人材派遣会社の動向調査』2014年12月8日）。各社の10～12月期の景況判断BSI（前四半期と比較した「上昇」－「下降」の企業構成比）でも、大企業や中堅企業が約14であるのに対し、中小企業は9.2とやや低い水準にとどまる（内閣府･財務省「第43回法人企業景気予測調査」）。このため、自社スタッフの雇用は、定期採用を含め、横ばいから微増にとどまっている。
中堅･中小の事業主はきめ細かい対応に注力
派遣需要の高まりを受け、良質な人材の確保が重要になり、中堅･中小の事業主は、地域や業種への特化、対人対応力や事務技能の向上などの人材育成、派遣先事業所への派遣後の正社員登用の要請、派遣先事業所に対する経営のアドバイスなど、登録者の帰属意識や派遣先事業所の付加価値の向上を追求し、高品質で安定した人材供給体制の構築に取り組んでいる。
今後の見通し
業界の動向は、景気と法規制の影響を受けるが、派遣先事業所では人件費の固定費化を回避する意識があり、人材確保が困難な業界を中心に、引き続き派遣需要が増えると考える事業者が多い。先送りとなった、労働者派遣法改正案（一般労働者と特定労働者の区別を撤廃、すべて許可制へ／派遣期間を全業務共通の派遣労働者個人単位及び派遣先の事業所単位の期間制限３年へ（無期雇用派遣労働者等は対象外）／期間上限に達した派遣労働者への就業機会や雇用安定等の提供や措置の義務付け／均衡待遇確保と教育訓練等キャリアアップの義務付け）について、事業者の多くは制度が分かりやすくなる点を評価しており、改正案が成立すれば、派遣を活用する企業が増加すると予測している。その一方で、就業機会等の確保や教育訓練等が負担になることを懸念する事業者もあり、規制緩和で参入の進んだ業界の再編は避けられないと考える事業者もある。このため、派遣に加えて、利益率の高い職業紹介や業務請負の各事業に注力する事業主もみられる。　　　　　　　　　　　　　　（天野　敏昭）
表１　大阪府の労働者派遣業の事業所数、派遣労働者数、派遣先の実数、売上高の推移（単位：事業所、人、円）
	年度
	事業
区分
	提出
事業所数
	派遣労働者数
	派遣先

の実数
	売上高
（右側：合計）

	
	
	
	常用雇用労働者
（右側：合計）
	常用雇用労働者
以外の労働者
	登録者
	
	

	21
	一般
	1,879
	75,379
	97,538
	78,501 
	274,348
	100,144
	554,460（百万円）
	687,961（百万円）

	
	特定
	2,480
	22,159
	
	－
	－
	9,440
	133,501（百万円）
	

	22
	一般
	2,337
	64,417
	86,528
	64,557
	241,260
	78,375
	438,310,852,473
	560,842,329,092

	
	特定
	4,681
	22,111
	
	
	
	10,042
	122,531,476,619
	

	23
	一般
	2,111
	62,514
	84,312
	56,584
	236,767
	77,107
	432,022,043,267
	557,698,634,292

	
	特定
	4,810
	21,798
	
	－
	－
	10,789
	125,676,591,025
	

	24
	一般
	2,039
	57,658
	79,968
	58,666
	218,890
	78,533
	401,808,157,305
	527,127,313,875

	
	特定
	4,988
	22,310
	
	－
	－
	11,356
	125,319,156,570
	

	25
	一般
	1,916
	53,917
	77,751
	61,526
	－
	－
	－
	－

	
	特定
	5,025
	23,834
	
	－
	－
	－
	－
	


資料：厚生労働省「労働者派遣事業の事業報告の集計結果‐都道府県別集計結果（各年度）」（25年度は、6月1日現在の状況）
表２　近畿地域69事業所の業務別実稼動者数の対前年同月比（単位：％）
	年・四半期
	政令業務
	自由化業務
	総数

	
	情報処理
ｼｽﾃﾑ開発
	機器操作
	財務
	貿易
	その他
	一般事務
	営業
	販売
	製造
	軽作業
	

	25年
	10-12月
	102.5
	95.6
	103.3
	92.5
	104.7
	127.6
	106.9
	101.5
	134.3
	74.7
	100.0

	26年
	１-３月
	118.2
	103.3
	101.3
	98.4
	107.8
	134.1
	135.3
	106.2
	141.2
	93.5
	103.8

	
	４-６月
	117.3
	105.1
	102.3
	98.3
	105.2
	117.6
	142.4
	108.2
	126.7
	93.6
	105.5

	
	７-９月
	121.1
	106.3
	98.8
	102.4
	104.9
	127.2
	167.8
	116.2
	152.9
	108.5
	108.4


資料：一般社団法人日本人材派遣協会「2014年 労働者派遣事業統計調査表」（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県の69事業所の実績）
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